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主なテーマ・内容

• PFI推進機構の概要

• これまでの取組（投融資実績等）

• 今後の主なビジョンや取組
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(1) 名 称 株式会社 民間資金等活用事業推進機構 （略称：PFI推進機構）
Private Finance Initiative Promotion Corporation of Japan （PFIPCJ）

(2) 設 立 2013年10月7日

(3) 根拠法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）

(4) 背 景 国及び地方公共団体の厳しい財政状況を踏まえつつ、経済成長の促進に寄与する
観点から、公共事業等の整備等に民間の資金、経営能力及び技術力の活用が一層
重要となっていること

(5) 機構設立
の目的

収益型PFI事業※の普及・推進 ※利用料金を徴収・自らの収入として収受するPFI事業
① 収益型PFI事業に対する金融及び民間投資を補完するための資金の供給
② PPP/PFI事業の実施に必要な知識及び情報の提供等

(6) 設置期限 20年間（2033/3末）を目途に業務終了 ←2022/12 PFI法改正により5年延長

(7) 本店所在 東京都千代田区大手町1丁目6番1号大手町ビル8F

(8) 資本金 100億円 （出資金額：政府100億円、民間100億円） ･･･資本準備金100億円

(9) 役 員
（2024.1.1
現在）

代表取締役会長 古賀 信行 （野村HD 名誉顧問）
代表取締役社長 足立 慎一郎 社外取締役（3名）､社外監査役（2名）

PFI推進機構の概要
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機構の株主構成
財務大臣 【地域金融機関】
【政府系金融機関】 株式会社北海道銀行 株式会社十六銀行
株式会社日本政策投資銀行 株式会社北洋銀行 株式会社大垣共立銀行
【都市銀行他】 株式会社青森銀行 株式会社静岡銀行
株式会社みずほ銀行 株式会社みちのく銀行 株式会社百五銀行
株式会社三井住友銀行 株式会社岩手銀行 株式会社滋賀銀行
株式会社三菱UFJ銀行 株式会社東北銀行 株式会社京都銀行
株式会社りそな銀行 株式会社七十七銀行 株式会社池田泉州銀行
みずほ信託銀行株式会社 株式会社秋田銀行 株式会社南都銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社 株式会社北都銀行 株式会社紀陽銀行
株式会社あおぞら銀行 株式会社山形銀行 株式会社中国銀行
株式会社SBI新生銀行 株式会社荘内銀行 株式会社広島銀行
【系統金融機関】 株式会社東邦銀行 株式会社山口銀行
信金中央金庫 株式会社常陽銀行 株式会社阿波銀行
【生命保険・損害保険】 株式会社筑波銀行 株式会社百十四銀行
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 株式会社足利銀行 株式会社伊予銀行
第一生命保険株式会社 株式会社群馬銀行 株式会社四国銀行
東京海上日動火災保険株式会社 株式会社埼玉りそな銀行 株式会社福岡銀行
日本生命保険相互会社 株式会社武蔵野銀行 株式会社西日本シティ銀行
三井住友海上火災保険株式会社 株式会社千葉銀行 株式会社佐賀銀行
明治安田生命保険相互会社 株式会社横浜銀行 株式会社十八親和銀行
【リース会社】 株式会社第四北越銀行 株式会社肥後銀行
NECキャピタルソリューション株式会社 株式会社北陸銀行 株式会社大分銀行
東京センチュリー株式会社 株式会社福井銀行 株式会社鹿児島銀行
芙蓉総合リース株式会社 株式会社山梨中央銀行 株式会社琉球銀行
みずほリース株式会社 株式会社八十二銀行 全７0社
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機構の投融資支援対象

機構支援の前提条件
1. PFI法に基づく事業（選定事業）
・公共施設等の整備等の事業
・民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用
する事業

2. PFI事業のうち、特定選定事業
・利用料金を徴収する公共施設等の整備等に
関する事業
・利用料金を自らの収入として収受する事業

3. 特定選定事業の内、機構支援基準を満たす事業
・公共性・公益性を有するもの
・民間の資金、経営能力及び技術的能力の活用
・収益面における出融資等適合性

候補となる公共施設
 空港
 上水道、下水道、工業用水
 道路
 都市交通（地下鉄、路面電車等）
 教育文化施設

(美術館、科学館、水族館、動物園等)
 公園
 観光施設（宿泊施設等）
 MICE関連施設
 スポーツ施設
（体育館、ﾌﾟｰﾙ、ｽﾀｼﾞｱﾑ、ｱﾘｰﾅ等）

 医療健康福祉施設（病院等）
 エネルギー施設（水力発電等）
 リサイクル施設（ゴミ焼却場等） 他

機構支援対象外の事業形態
1. PFI法に基づく事業では無い事業
・定期借地方式による公有地活用PPP事業
・DBO事業
・Park－PFI事業

2. 特定選定事業では無い事業
・サービス購入型PFI事業
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機構の投融資形態

ＳＰＣ
（特定選定事業者）

シニア
ローン

融資実績あり
民間金融機関との
協調融資

劣後
ローン

最も求められること
が想定される形態

無議決権
株式

出資実績あり
民間事業者との
共同出資

議決権付
株式

出資実績あり
民間事業者との
共同出資

 原則、融資額合計の1/2・出資額合計の1/2 まで対応可能
 各地の地域金融機関と多くの協働実績

機構の支援
対象範囲

資本調達合計額

原則、融資合計額
の最大1/2

民
間
資
金
等
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用
事
業
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進
機
構

出
融
資民

間

出資100億円

出資100億円

政府保証付
調達1,030億円

政府保証枠
800億円

2023年度予算

原則、出資合計額
の最大1/2

国

複数のコンソーシアムの構成企業となることを禁止されている場合、
原則、入札提案時の議決権付株式による出資参加表明は不可
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機構の分野別投融資実績（2024/1/末時点、55件）

空港 10件 関空･伊丹空港、仙台空港、福岡空港、高松空港、熊本空港、
北海道内（国管理4空港、旭川空港、帯広空港、女満別空港）、広島空港

有料道路 1 愛知県有料道路

水道 2 須崎市公共下水道、熊本県有明・八代工業用水道

発電所 3 秋山川浄化センター再生可能エネルギー発電、箱島湧水発電、鳥取県営水力発電所

学校施設 6 筑波大学グローバルレジデンス、大阪大学グローバルビレッジ､大阪大学箕面新キャンパス学寮、
沖縄科学技術大学院大学規模拡張に伴う宿舎、国際教養大学新学生宿舎、東北大学片平キャン
パス

スポーツ施設 11
福岡市総合体育館、新富士見市民温水プール、袋井市総合体育館、帯広市新総合体育館、
栃木県総合スポーツゾーン東エリア、横浜文化体育館、新青森県総合運動公園新水泳場、鳥取市民体育館、
宮崎県プール、名古屋市瑞穂陸上競技場、富士市総合体育館

文化施設 7 海の中道海浜公園海洋生態科学館、川西市低炭素型複合施設、野々市中央地区整備、福岡市美術館、
福岡市科学館、東大阪市新市民会館、鳥取県立美術館

庁舎 4 八木駅南市有地活用事業、大阪第6地方合同庁舎、横浜地方合同庁舎、京都市上下水道局南部拠点

公園･観光 5
函南道の駅･川の駅、むつざわスマートウェルネスタウン、お茶と宇治のまち歴史公園、佐世保市中央公園、
美浜町地域づくり拠点化施設

廃棄物処理 2 名古屋市北名古屋工場、第2期君津地域広域廃棄物処理

その他 4 女川町水産加工団地排水処理施設、岡崎市こども発達センター、防衛省民間船舶、
丸の内インフラストラクチャー
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川上も含めた機構の活動イメージ

各種契約締結

落札者の決定

PFI事業等のプロセス 機構の活動

実施方針等の入札手続

案件化の検討

案件スキームの検討等

マーケットサウンディング
実施方針案の作成 等

自治体（・地域金融機関）等向け

民間・地域金融機関等向け

 気軽な相談相手（壁打ち対象）
 庁内の体制･課題整理･簡易検討等支援
 地域プラットフォーム等への各種協力 等

 事業設計の相談
（事業範囲、リスク分担、募集手続等）

 他事例からの情報提供
（類似案件の紹介、官民争点等）

 事業者候補からの収集意見を伝達
（官民双方の考え方・論理等を「橋渡し」）

運営等開始

 実施方針・募集要項・要求水準等の精査
 事業者候補の事業計画等の聴取と分析
 キャッシュフローモデルの構築や検討
 出融資条件の交渉
 出融資契約等の作成と調印
 出融資実行

地
域
金
融
機
関
／
民
間
事
業
者
／
コ
ン
サ
ル
会
社

国
（
内
閣
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・
各
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〇 公共の施設とサービスに民間の資金と創意工夫を最大限活用するPFIは、「新しい資本主義」における新たな官民
連携の柱として、地方創生やデジタル田園都市国家構想の実現に大いに寄与するもの。

〇 特に、地域づくりの核となるスポーツ施設や身近な拠点となる集会施設など活用対象を拡大するとともに、特に地方部
への金融等専門的ノウハウの浸透を図り、小規模自治体など全国各地で幅広く自律的に展開されることが求められる。

〇 あわせて、公共施設等運営事業（コンセッション）については、長期にわたる事業期間中の技術革新や事情変更等
を踏まえて、柔軟に対応できるようにすることで、より効果的・効率的に事業展開が図られる。

〇 このため、関係者のニーズに的確に対応し、PFI事業の一層の促進を図る観点から、以下の措置を講ずることとする。

PFI事業の対象となる公共施設等の定義にスポーツ施設及び集会施設を追記する。

事業期間中の事情変更等を踏まえた、施設の改修工事が柔軟に実施できるよう、実施方針で定めた公共施設等
運営事業に係る施設の規模や配置の変更を可能とする。

PFI推進機構の業務に、事業を支援する民間事業者（地方銀行など）に対する助言や専門家派遣等を追加する
とともに、PFI推進機構の保有する株式や債権などの処分期限を5年（令和15年3月31日までに）延長する。

① PFI事業の対象となる公共施設等の拡大

趣旨

概要

② 公共施設等運営事業に関する実施方針の変更手続の創設

③株式会社民間資金等活用事業推進機構（PFI推進機構）の業務の追加及び保有株式等の処分期限の延長

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）の一部を改正
する法律（令和4年法律第100号）の概要

（出所：内閣府）

直近のPFI法改正概要（2022/12可決･成立）
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機構の特徴とネットワーク等

中立公正な立場 ｺﾝｾｯｼｮﾝを含む収益型PFI
事業の知見・ノウハウ蓄積

徹底した情報管理と
守秘義務の厳守

官民双方の考え方
と論理への理解

機構の特徴

PFI推進機構

政府
• 所管:内閣府、株主:財務省
• 事業：各事業の所管官庁、

独立行政法人など

地方自治体
• 全国多数の自治体を訪問
• 制度広報、課題・改善策等の相談

コンサル会社・NPO
総合系、金融系、会計系、
建設・設計系、各分野専門会社、
日本PFI.・PPP協会など

プロフェッショナル
弁護士事務所、会計監査法人

事業会社（PFIの担い手）
建設、不動産、商社、リース、
電鉄、メーカー、エンジニアリング、警備、
広告、サービスなど

地域金融機関
• 全国50行の株主等と緊密に連携
• 自治体への働きかけ・案件形成・
地元企業への協調融資で協働

機構の幅広いネットワーク

官民双方にとって良質な
収益型PFI案件等の形成

2024年1月現在
支援決定案件数

55件

多くの政府PFI関連会議の委員・オブザーバーに就任
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地域金融機関からみた機構の活用イメージ

自治体・事業者対応
 自治体や事業者からの官民連携やPPP/PFI事業の相談につき、対応を相談したい、or 機構に同行
してもらい対応したい

 自治体や事業者向けにPPP/PFI関連セミナー・勉強会を実施する際、機構に講演してもらいたい

PPP/PFI地域プラットフォーム
 プログラムの一部として機構に講演してもらいたい
 プログラムの内容・進め方につき、機構に相談したい

PFI事業向けファイナンス
 ファイナンス組成の概要・留意点を知りたい
 ファイナンス組成にあたって個別の課題を相談したい
 機構に融資団に参加してほしい

人材育成
 機構に行内向け勉強会を実施してほしい
 機構にトレーニーを派遣したい

等々
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今後の主なビジョンや取組

＜１＞ “官民協働事業体”としての機構
• 内閣府等との協働により、「我が国におけるPPP/PFIの創造・
浸透・定着」に貢献

＜２＞ 地域金融機関との多様な連携･協働
• 新年度からは、人材交流（トレーニー受入）を本格化
① 趣旨： 各機関の志ある職員を機構へトレーニーとして受け入れ、PFI事業の

投融資業務や各種推進業務に携わって頂くことにより、地域における
担い手増加や有意なキャリアパス形成の契機を創出すると共に、当該
受入を契機に、各機関と機構の連携を通じたPFI事業推進の一助に

② 受入予定人数・期間： 各年度若干名、受入1名当たり1年程度想定
③ 受入対象者の年次･年齢： 特段の制約なし（ご相談）
④ 従事頂く主な業務内容（予定）：
・ PFI事業、コンセッション事業への新規投融資業務
・ 上記事業の新規発掘・案件形成業務、既存債権管理業務
・ その他、中央省庁との連携等によるPPP/PFI推進のための各種業務 等

⑤ 経済条件等： トレーニー職員の派遣費を機構にて一部負担予定


